
国 立 大 学 法 人 京 都 大 学 事 務 職 員 ( 特 定 業 務 ) 就 業 規 則 等 新 旧 対 照 表 
改    正    前 改    正    後 

国立大学法人京都大学事務職員（特定業務）

就業規則 

（平成２５年達示第５７号） 

（前 略） 
（給与） 

第６条 事務職員（特定業務）には、次の各号に掲

げる給与を支給する。 

(1) 俸給 

 

(2) 勤勉一時金 

(3) 超過勤務手当 

(4) 休日給 

(5) 夜勤手当 

(6) 宿日直手当 

２ （略） 

 

３ 第１項第２号の勤勉一時金は、１２月１日（以下

この項において「基準日」という。）に在職する事

務職員（特定業務）に対し、１００,０００円に、

基準日以前１年の期間における別に定めるその者

の勤務成績による割合を乗じて得た額を、基準日

の属する月の国立大学法人京都大学教職員給与規

程（平成１６年達示第８０号。次条において「給与

規程」という。）第９条第１項に定める日に支給す

る。 

（中 略） 
（他の規則の準用） 

第７条 この規則に定めるもののほか、事務職員（特

定業務）の就業に関する事項については、就業規則

（第５条、第１１条から第１３条まで、第１５条第

１項第３号、第１９条第２号及び第３号、第２１条

から第２２条の２まで、第４６条の２及び第６４

条を除く。）の規定を準用する。ただし、同規則第

３１条の規定により事務職員（特定業務）に準用す

る給与に関する事項のうち、給与規程第５条から

第８条まで、第１１条から第２２条まで及び第 

２７条から第３５条までの規定は、この限りでな

い。 

（後 略） 
 

国立大学法人京都大学有期雇用教職員就業規

則 

（平成１７年達示第３７号） 

（前 略） 
（通勤手当） 

第２７条 契約期間が１月以上ある有期雇用教職員

（無期雇用教職員を含む。ただし、法科大学院特別

 
 
 
 
（給与） 

第６条 （同 左） 

 

(1) （同 左） 

(2) 通勤手当 

(3) 

(4) 

(5) 

(6) 

(7) 

２ （同 左） 

 

３ 第１項第３号の勤勉一時金は、１２月１日（以下

この項において「基準日」という。）に在職する事

務職員（特定業務）に対し、１００,０００円に、

基準日以前１年の期間における別に定めるその者

の勤務成績による割合を乗じて得た額を、基準日

の属する月の国立大学法人京都大学教職員給与規

程（平成１６年達示第８０号。次条において「給与

規程」という。）第９条第１項に定める日に支給す

る。 
 
（他の規則の準用） 

第７条 この規則に定めるもののほか、事務職員（特

定業務）の就業に関する事項については、就業規則

（第５条、第１１条から第１３条まで、第１５条第

１項第３号、第１９条第２号及び第３号、第２１条

から第２２条の２まで、第４６条の２及び第６４

条を除く。）の規定を準用する。ただし、同規則第

３１条の規定により事務職員（特定業務）に準用す

る給与に関する事項のうち、給与規程第５条から

第８条まで、第１１条から第１７条まで、第１９条

から第２２条まで及び第２７条から第３５条まで

の規定は、この限りでない。 
 
 
 
 
 
 
（通勤手当） 

第２７条 有期雇用教職員（無期雇用教職員を含む。

ただし、法科大学院特別教授・准教授及び専門職大

（同 左） 



教授・准教授及び専門職大学院特別教授・准教授を

除く。）には、給与規程第１８条に定める教職員の

例に準じて通勤手当を支給することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

（後 略） 
 

国立大学法人京都大学時間雇用教職員就業規

則 

（平成１７年達示第３８号） 

（前 略） 
（給与の種類） 

第２２条 時間雇用教職員の給与は、基本給、特殊勤

務手当、特地勤務手当、超過勤務手当、夜勤手当、

宿日直手当及び特別報奨金とする。 

（中 略） 
 

第２６条 削除 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
（中 略） 
  附 則（平成２５年達示第６３号） 

第１条 （略） 
 （経過措置） 
第２条 この規則の施行の日の前日において時間雇

用教職員として雇用していた者を当該雇用してい

た職名と同一の職名で引き続き雇用する場合にお

いては、改正後の規定にかかわらず、当該同一の職

名における雇用が継続する限り、なお従前の例に

よることができる。 
２ （略） 
 （後 略） 
 

学院特別教授・准教授を除く。以下この条において

同じ。）には、給与規程第１８条に定める教職員の

例に準じて通勤手当を支給することができる。こ

の場合において、同条第７項の規定中「６箇月を超

えない範囲内で１箇月を単位として別に定める期

間（自動車等に係る通勤手当にあっては、１箇月）」

とあるのは「１箇月」と読み替える。 

２ 前項後段の規定にかかわらず、無期雇用教職員

（令和２年４月１日に無期雇用教職員である者を

除く。）については、前項後段の規定は適用しない。 
 
 
 
 
 
 
（給与の種類） 

第２２条 時間雇用教職員の給与は、基本給、通勤手

当、特殊勤務手当、特地勤務手当、超過勤務手当、

夜勤手当、宿日直手当及び特別報奨金とする。 

 
（通勤手当） 

第２６条 時間雇用教職員（無期雇用教職員を含む。

ただし、法科大学院特別教授・准教授及び専門職大

学院特別教授・准教授を除く。以下この条において

同じ。）には、給与規程第１８条に定める教職員の

例に準じて通勤手当を支給することができる。こ

の場合において、同条第７項の規定中「６箇月を超

えない範囲内で１箇月を単位として別に定める期

間（自動車等に係る通勤手当にあっては、１箇月）」

とあるのは「１箇月」と読み替える。 
２ 前項後段の規定にかかわらず、無期雇用教職員

（令和２年４月１日に無期雇用教職員である者で

あって、その前日から引き続き通勤手当の支給が

可能とされている者を除く。）については、前項後

段の規定は適用しない。 
 
   附 則（平成２５年達示第６３号） 
第１条 （同 左） 
（経過措置） 

第２条 削除 
 
 
 
 
 
２ （同 左） 
 
 



国立大学法人京都大学招へい研究員就業規則 

（平成１６年達示第７５号） 

（前 略） 
 （給与） 
第６条 招へい研究員には、次の各号に掲げる給与

を支給する。 

(1) 俸給 

(2) 通勤手当 

２ （略） 

３ 通勤手当の月額は、国立大学法人京都大学教職

員給与規程（平成１６年達示第８０号。以下「給与

規程」という。）第１８条の規定を準用して得られ

た額とする。 

 
 
 
 
４・５ （略） 
（後 略） 

 
国立大学法人京都大学教職員の再雇用に関す

る規程 

（平成１６年達示第７８号） 
（前 略） 
（手当） 

第１２条 再雇用職員に支給できる手当は、次の各

号（第２条第４号の規定による再雇用職員につい

ては、第１号及び第６号を除く。）に掲げる手当

とする。 

 

(1) 特殊勤務手当 

(2) 超過勤務手当 

(3) 休日給 

(4) 夜勤手当 

(5) 宿日直手当 

(6) 衛生管理手当 

 

 

 

 

 

 

２ 前項の手当の支給は、給与規程の定めるところ

による。ただし、超過勤務手当のうち、教職員の所

定の勤務時間に相当する時間内における勤務につ

いては、給与規程第３９条に規定する勤務１時間

あたりの給与額を超過勤務手当として支給し、給

与規程第２３条第１項第３号に規定する勤務の算

出の基礎には含めないものとする。 
 

 
 
 
 （給与） 
第６条 （同 左） 

 

(1)  

(2)  

２ （同 左） 

３ 通勤手当の月額は、国立大学法人京都大学教職

員給与規程（平成１６年達示第８０号。以下「給与

規程」という。）第１８条に定める教職員の例に準

じて得られた額とする。この場合において、同条第

７項の規定中「６箇月を超えない範囲内で１箇月

を単位として別に定める期間（自動車等に係る通

勤手当にあっては、１箇月）」とあるのは「１箇月」

と読み替える。 

４・５ （同 左） 
 
 
 
 
 
 
（手当） 

第１２条 再雇用職員に支給できる手当は、次の各

号（第２条第４号の規定による再雇用職員につい

ては、第２号及び第７号を除く。）に掲げる手当と

する。 

(1) 通勤手当 

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

(6) 

(7) 

２ 前項第１号の通勤手当は、給与規程第１８条に

定める教職員の例に準じて支給する。この場合に

おいて、同条第７項の規定中「６箇月を超えない範

囲内で１箇月を単位として別に定める期間（自動

車等に係る通勤手当にあっては、１箇月）」とある

のは「１箇月」と読み替える。 

３ 第１項（第１号の通勤手当を除く。）の手当の支

給は、給与規程の定めるところによる。ただし、超

過勤務手当のうち、教職員の所定の勤務時間に相

当する時間内における勤務については、給与規程

第３９条に規定する勤務１時間あたりの給与額を

超過勤務手当として支給し、給与規程第２３条第

１項第３号に規定する勤務の算出の基礎には含め

ないものとする。 

（同 左） 

（同 左） 



 （中 略） 

 （手当） 

第２０条 時間再雇用職員に支給できる手当は、次

の各号に掲げる手当とする。 

 

(1) 特殊勤務手当 

(2) 超過勤務手当 

(3) 夜勤手当 

(4) 宿日直手当 

（後 略） 
 

 

 （手当） 

第２０条 （同 左） 

 

(1) 通勤手当 

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

 

   附 則 
 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

（同 左） 


